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製品の価格決定は経営管理者が行う重要な意志決定の一つであり，製品

原価は価格決定においてきわめて重要な役割を果たす。多数の要因が価格

決定に影響を及ぼすが，いずれの原価計算方法一一全部原価計算または変

動原価計算←ーが価格決定に適切であるかの問題は管理会計，経済学，お

よびマーケテイングの文献において広範に論議されてきた。

管理会計のテキストはほとんど例外なく，短期的価格決定のために変動

原価計算の使用に賛成の議論をする。

しかし，最近の実証研究 (Govindarajan-Anthony[8J;Gordon-Cooper-

Falk一Miller[7J) は，実務では，企業は一般的に価格設定のための基礎と

して全部原価計算を用いることを指摘する:Govindarajan-AnthO町 [8J

の調査では， 501社のうち83%は「代表的製品のための正常または目標販

売価格に到達するために」一般的に全部原価を用い， 84社(17%)が変動

原価計算を用いると報告した。彼らは価格設定目的のための変動原価計算

の使用を逸話的な証拠で説得力がないものとみなした。

また， NAA (National Association of Accountants)の報告書は製造企業

(1) Gordon-Cooper-Falk-Miller[ 7Jについては，吉田[26Jおよび棲井[19Jを参照

されたい。また，棲井・伊藤[20Jでは，アメリカ・カナダとわが国の価格決定実

践についての対比調査が報告されている。

(2) Govindarajan-Anthony[8J pp. 30-34. 
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の89%が時々変動原価計算を用いるという全く逆の結果を報告している。

全部原価計算の優勢な使用を指摘する研究は， r正常または目標販売価

格」の決定における原価の使用に焦点を合わせたものであることに注意し

てみることが大切である。競争への対応，新製品の導入，または市場占有

率の拡大等に関係した価格決定状況ではどうなのか。そのような状況では

指摘されるようにまれであるのか。

本稿は価格決定状況の違い一一経常的ないし正常的状況および戦略的な

いし特別的状況 に応じて，変動原価計算がどのように使用されるかに

ついて文献と実務の両面から検討することを目的としている。

E 経常的価格決定と変動原価計算

1 文献レビ.ュー

(1) コスト・プラス価格設定法

経常的な業務活動において顧客に販売される標準製品の正常ないし目標

・カタログ価格の決定における重要な概念は，もし企業が存続し成長する

つもりであるならば，販売価格は株主へ正当な投資利益を供給することは

もちろん製造，販売，および管理のすべての原価を長期的に回収するのに

十分でなければならないことを認識すべきである。標準製品の正常な長期

的価格の決定には，すべての原価が関連するのである。

標準製品の正常・目標価格の決定の最も一般的方法はいくつかのタイプ

のコスト・プラス価格設定法 (cost-pluspricing formula)を用いる。 Shill-

inglaw[22J は，コスト・プラス価格設定法には，次のように 4つのステ

(3) Mowen[15] p. 28. 

(4) Garrison[6] p. 504. 

目標マークア I I市場に対する
ーうーでうl

ツプの加算 I I調整
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ツプがあると述べている。この方式は「原価jを計算し，次にそれに目標

見積販売価格に到達するために事前に決定されたマークアップ (markup)

を加算しなければならない。コスト・プラス価格設定法における「原価」

は，製品単位の原価計算方法に従って定義される。製品単位は全部原価法

(absorption approach)または貢献差益法 (contribuionapproach)によって

原価計算されることができる。

全部原価法では，原価ベースは製品ー単位を製造するためのすべての原

価と定義される。これは，価格決定にあたって全部原価計算が用いられる

ことを意味する。販売費・管理費はこの原価ベースには含まれないが，目

標販売価格に到達するために加算されるマークアップによって準備され

る。それゆえ，マークアップは「満足なJ利潤を供給するのはもちろんこ

れらの原価を回収するのに足るだけ十分に高くなければならない。

貢献差益法は原価の機能よりむしろコスト・ビへイビア (costbehavior) 

を強調するという点で全部原価法と異なる。貢献差益法では，原価ベース

は製品の製造原価よりむしろ製品に関連した変動費から成る。この原価

ベースには，変動製造原価はもちろんのこと変動販売・管理費も含まれる。

固定費要素は原価ベースに全く含まれないので，加算されるマークアップ

は単位目標利益を供給するのはもちろんのこと固定費を回収するのに十分

でなければならない。

両法とも，コスト・プラス概念を用いるが，原価データを処理し，価格

見積表を構築する方法に差異があることに注意されねばならない。また，

Garrison [ 6 ]が例示するように，いずれの方法を用いても，同ーの目標販

売価格に到達できることに注意されねばならない。さらに，両法は必ずし

も競合的方法ではなく，相互に補完的な関係にあるものとみなされるべき

(5) Shillinglaw[22] pp. 548~550. 

(6) Garrison[6J p. 505. 

(7) Garrison[6] p. 506. 

(8) Garrison[6J p. 505， 507. 
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である。両法はマークアップを総製造原価よりはむしろ変動費に基礎づけ

ることにより，事実上結合させることができるのである。

(2 ) マークアップ率の決定

コスト・プラス価格設定法における最も重要な要素は，原価ベースに加

算されるマークアップ率である。 2つの方法の下では，いくつかの原価要

素がマークアップ数値のなかに埋められる。これは"7ークアップはもし

長期利益目標が満たされるべきであるならば，満足な使用資産利益率を供

給することはもちろんのことこれらの埋められた原価を回収するのに足る

だけ十分でなければならないことを意味する。

マークアップ率は慣習，競争状態，および期待可能需要に符号するよう

に製品系列によりまた時間により異なる。選択されるマークアップは多数

の関数であり，それらの 1つは目標投資利益率 (ROI)である。 ROIは，

製品に加算されるべき適切なマークアップを決定するための基礎として，

企業によって広く用いられている。その方法は目標 ROI数値を設定し，

次に，この目標数値が達成されるようにマークアップを構築するのであ
配

。

パ

リ

ザ

。

(3 ) 市場状況に対する価格の調整

コスト・プラス価格設定法により算定された目標販売価格は調整せずに

採用されることはめったにないことに注意されたい。価格は手持ち販売注

文数，競争の程度および顧客の重要性等を考慮の上，上方へまた下方へ調

整される。それゆえ，経営管理者は需要状態や他の重要な要因に基づいて

マークアップを調節すべきであると主張される。

コスト・プラス法は経営管理者が目標販売価格を決定するのを援助する

(9) Lynch-Williamson[13] p. 409. 

(10) Garrison[6] p. 506. 

(11) Drury[ 4J p. 233. 

(12) Garrison[6J p. 508. 

(13) Drury[4J p. 235 目標マークアップの調整の詳細な議論については，

Qualls[18]を参照されたい。
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が，非常に厳格に適用されるべきではないことに注意されねばならない。

それは価格と売上高間の関係を無視する傾向がある。もしそれがあまり厳

格に適用されるならば，企業は利益を得るよりむしろ損することになるか

もしれない。

それゆえ， Garrison[6]によれば，会社は通常，コスト・プラス価格設

定法を適用可能なものにするために，次の 3つのことを行う。第 1に，会

社はめったにコスト・プラス法により示唆された目標価格に正確に価格を

つけない。その方式で用いられる原価は「下~iJ (1ower limit)で価格を設

定するための基礎として役立つ。実際の最終販売価格はこの最低目標数値

より高いかもしれない。競争状態，販売促進戦略，および製品差別等の非

原価要因のため，管理者は最低目標数値より著しく高い価格を設定するこ

とができるかもしれない。もし管理者は競争力があると感ずる場合には，

価格を上方へ調整するであろう。逆に， もし彼は対立者の競争力が強くな

ると感ずる場合には，価格を下方へ下げるかまたは製品差別化を試るであ

ろう。

第 2に，たとえ特定の利潤が過去に得られたといえども，今後も得られ

るという保証はない。目標投資利益率を達成するために，管理者はしばし

ばより高い資産回転率を達成するためにいくつかの利潤をトレードオアす

ることを要求される。これは，マークアップは時に，全体的販売数量を増

大させるために引き下げられねばならないことを意味する。

第 3に，会社は製品系列のすべてに同ーのマークアップを用いないで，

顧客，必要性ないし産業の一般的な実践に従ってマークアップを変化させ

る。

Anthony-Welsch-Reece[ 1]や Lynch-Williamson[13]が述べているよ

うに，会社が販売価格を決定できる場合に，原価情報はせいぜい販売価格

の最初の概算値 (firstapproximation)を供給するが，決して最終的な価格

(14) Garrison[6] p. 510. 
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決定において用いられる唯一の情報ではない。販売価格は全部原価価格設

定法を用いて決定されるが，それは仮の (tentative)ものとみなされねばな

らない。競争的環境下では，顧客や競争者の反応が常に考慮に入れられね

ばならない。同様に， Morse-Davis一Hartgraves[14]も，一般的な価格決

定では，経営管理者は最初の販売価格に到達するために原価情報を用いる

が，その後，市場や競争者等の情報が最終販売価格に到達するにあたり評

価されることを指摘する。

(4) なぜ原価データが価格決定において用いられるのか

後で調整されるにもかかわらず，なぜコスト・プラス法を用いて目標販

売価格が計算されるのであろうか。 Garrison[6]はその理由を 4つ挙げて

いる。第 1に，管理者は価格決定において無数の不確実性に直面する。コ

スト・プラス法による目標価格は不確実性のいくつかを取り除く「出発点j

(starting point)を表わす。

第2に，原価は価格設定者が非常に低い価格をつけ，損失を招くのを防

ぐ最低価格(臼oor)とみなされる。

第3に，コスト・プラス法に基づく目標販売価格は価格設定者が競争者

の価格を見透す，または何が競争価格であるのかを予測するのを助ける。

たとえば，もし会社が製造原価の30%のマークアップが一般的である産業

で営業しているならば，その時，会社はこの形式が新製品に対して保持さ

れると予想され，競争者の価格ばかりでなく新製品の素早い受け入れを得

るための方法での価格まで予測できる。

最後に，多くの企業は非常に広範囲な製品を持っており，事実上，すべ

ての製品系列のあらゆる品目について詳細な CVP分析をなす時間を持た

ない。コスト・プラス価格設定法は，時間と環境が許す時，さらに洗練さ

れうる仮の価格に少なくとも到達するための迅速かつ直接的な方法を供給

(15) Anthony-Welsch-ReeceC1] p. 115; Lynch-Williamson[13] p. 406. 

(16) Morse-Davis-Hartgraves[14] p. 165. 

(17) Garrison[6] p. 511. 
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する。

全部原価価格設定法は何百，何千という価格決定を単純化す

るための基準点 (referencepoints)または基準価格 (referenceprices)を供

給する:Haym[9]

要するに，

全部原価価格設定法が囲定される

ことは例外であり，大多数の企業はこの原価を価格設定の出発点とみなし

状況に応じて修正している。

の調査によれば，

例事2 

目標・カタログ価格とマークアップ)
 

1
 

(
 

が資本設備製造企業2Bruegelman-Haessly-W olfangel-Schiff[2] ; [3] 
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変動原価価格設定法の使用状況第 1表

非資本消費財

CGl CG2 CG3 CG4 

産業消費財

ICl IC2 IC3 IC4 IC5 

資本設備
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経常的価格設定

戦略的価格設定

競争への対応

市場浸透

製品組合せ

新製品

既存製品/新市場

製品廃止

特別注文

入札価格設定

商業者商標

連産品

× × 

× 

Horngren[l1] p. 93; Kaplan[12] p. 230. 

Haynes[9]では，小企業の価格設定実務においてこの点が例証されている。

この研究は NAAの後援によりニューヨーク大学経営大学院の経営管理諮問プ

ロジェクト (ManagementAdvisory Proiect)として実行された。

(18) 

(19) 

(20) 
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部原価に基礎づけている。他方 5社だけが経常的に価格を変動費に基礎

づけていた(第 1表参照)。

数社は一方の事業系列では全部原価に，他方では変動費に価格を基礎づ

けていた(lC-5，CG-3)o IC-5社は石油，天然ガス，コールタール，化学

製品，プラスチック，繊維製品，電子製品，および医薬品の分野で，約

1，700の製品を製造・販売する化学事業部であり，その会社は全部原価も

変動原価計算も使用する。 IC-5 社は現行市場価格以下の原価で化学製品

を製造できるため，主に，他事業部門への内部振替用にそれを製造する。

その製品には品質上の差異がなく，価格が唯一の競争基準であるため，そ

の余剰分は経常的に変動費に基づく基準で販売される。

資本設備製造業者である 2:t士 (CE-l，CE-2)は，マークアップ率と目標

価格の基礎として変動費を用いている。大企業の事業部である CE-l社は

石油精製事業用の資本設備を製造するが，その事業は精製設備と取替部品

の2つの部門に分けられる。取替部品の売上は設備部門の派生物であり，

事業部利益の40-60%の割合を占める。 CE-2社は輸送設備を製造する。

その製品は顧客の仕様書に応じてわずかに修正されるが相当に標準化され

ている。両社は多くの共通点を持っている。 CE-l社の全事業と CE-2社

のいくつかの事業は入札による特別注文に由来する。 CE-2 社の製品は

CE-l 社よりも標準化されている。両社は世界市場に商品を供給し，

CE-2社は国内の競争者は少ないが，外国市場では困難な規制を受けてい

る。両社にとって，商品の高品質は価格設定の重要な要因である。さらに，

CE-l社は信頼性やアフターサービスを含む非価格便益を顧客に提供し，

その産業のプレミアム価格設定者 (premiumpricer)として知られている。

両社は副次的事業として取替部品を製造するが，標準化された製品を持

つ CE-2社は部品目録を作成するが， CE-l社は設計図だけの目録を作

り，受注時に部品を製造している。 CE-l社は予備部品の価格を全部原価

(21) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J p. 35. 
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に基礎づけるが， CE-2社は主力事業と同様に変動費を用いる。

両社の価格設定過程は非常に類似しているが， CE-l社の標準化されて

いない製品系列は CE-2社よりも非定型的な手続を用する。特定の注文に

集計される唯一の原価は変動費である。それは標準労務費と標準材料費を

含む。交渉の間に，また，製造の間に発生する仕様書の変更を調整するた

めの特別の材料や労働の準備の追加または控除のために，価格設定表上に

特別欄が準備されている。労務費と材料費に，エンジニアリング費，特別

金型・用具費を含めて注文設計品と直接関連する他の変動製造原価が加算

される。すべての変動費は合計され，その数値はマークアップと最終販売

価格の基礎として役立てられる。

CE-l社は変動利潤 (variablemargin)を決めるために総変動費数値に適

用される乗数 (multiplier)を工夫する。最も単純な状況では，この変動利

潤はそれから入札価格に到達するために総変動費数値に加算される。その

妥当性のテストとして，変動費利潤率(すなわち，乗数)は，最低利潤ス

クリーン (minimummargin screen)と比較される。

CE-l社の価格決定での主要要素は，変動費利潤を決定するために総変

動費に適用される乗数と変動費利潤の適切性を判断する最低利潤スクリー

ンである。

乗数の決定には多くの要因が考憲に入れられる。第 1に，乗数は 3つの

製品デザインに依存する。乗数は成熟デザ、インに対してはより低く，現在

流行中のデザインには高く，最先端にあるデザ、インにはさらに高く見積ら

れる。

第 2の要因は，設備のタイプや特定地域での競争の程度である。競争が

少ないほど，乗数は高くなる。競争問題には入札様式や顧客のタイプが関

連する。封印入札の場合には，乗数は小さくなる。また，顧客が CE-l社

の設備の品質に精通している場合には， CE-l社は乗数を増大させるかも

伊2) Bruegelmann-Haessly-Schiff-W olfangel[ 3 J pp. 35-36 

(23)， (24) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J p. 36. 
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しれない。さらに，顧客の現在の取引の外に将来の取引の見込みがある場

合には， CE-l社は長期の売上高を確保するために短期の利益を犠牲にし

て，乗数を下げるかもしれない。

しかし，乗数を決定する最も重要な要因は注文残高数を含めた売上高で

ある。景気が良く，売上高が上がっている時，乗数は著しく引き上げられ

る。

CE-l社の最終価格での第2の主要要因は，最低利潤スクリーンである。

この数値は現在の売上高，注文残高，未裁定入札の計画売上高の見積り，

および進展中の入札関連固定費を基礎として決定される。それゆえ，最低

利潤スクリーンは大ざっぱな損益分岐点を表わし，全部原価を補償するた

めの手段として用いられる。最低利潤スクリーン以上の変動利潤率の増額

は注文から得られる利益の見積りを供給する。

他の資本財製造業者 (CE-2)の価格設定法は，上述の CE-l社とよく似

ている。 CE-2社の製品系列は標準化されており，変動費へのマークアッ

プは CE-l社の乗数より変化しない。一般的に， CE-2社の変動費はすべ

ての材料費，工場の現場監督者に至るまでの直接労務費，変動製造間接費

率，特定ジョブのエンジニアリングまたは設計費，すべての運賃および予

想苦情発生率を含む。販売価格はこの変動費プラス変動費率に基づくマー

クアップに基礎づけられる。この率は「基準原価J(base cost)と称され，

固定費を回収し，そして利益を保証するに足るだけ大きいように計画され

る。この基準原価には，技術開発費，資本調達費，マーケティング費，お

よび平均人件費と減価償却費を含めて固定製造間接費と公共料金を網羅す

る「サービス準備J(readiness to serve)費が含まれよ

それゆえ， CE-l社も CE-2社も価格設定では，変動費だけを用いる

が，価格設定手続は製品の製造原価を回収するように意図されている。

(2) 価格を変動費に基礎づけさせる動機づけ要因

(25) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J pp. 36-37. 

(26)， (27) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J p. 38 
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Bruegelmann 他による調査も，企業は正常販売価格に到達するために

全部原価に基礎づける傾向がある証拠を示すが，また，同じ企業が需要の

変動を考慮してカタログ価格を頻繁に変更する。たとえば， Ear1ey[5Jの

研究は，約105社の73-84%は価格決定における限界原価計算の使用の有

力な証拠を示す。会社は製品の変動費と固定費の構成の違いのために，競

争圧力の違いのために，および買手の価格に対する感度のために，価格を
'28} 

調整していた。

会社はなぜ価格を変動費に基礎づけるのか。その理由として 2つの要

因が挙げられる。すなわち，売上高変化に対する感度と競争上の庄力への

対応。経常価格を全部原価に基礎づける会社がまたしばしば一定の戦略的

価格決定状況の下では価格決定方法を余儀なく修正させられる。そのよう

な状況では，会社はしばしば価格のための都合の良い基礎として変動費を

用いる。戦略的価格決定において会社が価格を変動費に基礎づける理由も

また，売上高が低下した時，生産能力を満たすため，また，特定の競争上

の圧力に対応するためであると説明している。

E 戦略的価格決定と変動原価計算

1 文献レビ‘ュー

(1) 価格設定方法

既述のように，すべての価格決定が標準または代表的製品の目標・カタ

ログ価格の決定に関連する場合には，どちらの原価計算方法が用いられで

も構わない。どちらの方法によっても，同ーの目標販売価格は得られる。

しかし，すべての価格決定が目標・カタログ価格の決定に関連しない。

多くの価格決定は，特別なまた非通常的で戦略的状況に関連する。たとえ

(28) Earley[5] pp. 55-56.この調査は全部原価による価格は必ずしも取引価格とみ

なされないことを示唆し，カタログ価格と取引価格問にギャップがある証拠を示

している。

(29) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3] pp. 38-39. 
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ば，企業は標準製品の大量注文に特別な一度だけの価格をつけることを求

められるかもしれない。また，特別注文が継続的に標準製品の特別価格を

希望する外国の顧客から入るかもしれない。会社は実質的に余剰生産能力

を有し，正規の製品系列の一部でなく，限定的に生産される特別製品の価

格設定問題に直面するかもしれない。さらに，会社は競争入札状況にあり，

あるものは継続的に，他のものは一度だけのジョブ Gob)に余儀なく入札

させられるかもしれない。

これらの状況はすべて特別なまた戦略的な価格設定問題を表わす。これ

らのような特別価格設定問題は全部原価法よりは貢献差益法によって，全

部原価計算よりは変動原価計算を用いる方が，より容易に処理されること

ができる。 Garrison[6]はその理由として 2要素を挙げている。第 1に，

貢献差益法は価格設定者に全部原価法よりも多くの詳細な情報を提供し，

その情報は価格設定者が CVP関係によってその思考に慣れている方法に

類似する方法で構築されている。第2に，それは価格設定に大量の追加的

分析作業をする必要なく「どんな」価格設定問題にも直ちに適用できる弾

力的なフレームワークを提供する。

(2 ) 変動原価価格設定モデル

価格設定に対する貢献差益法の一般モデ、ルは，下のように図示される。

価格設定に対する貢献差益法:一般モデル

変動費 xxx (下限)

固定費

目標利益

目標販売価格

xxx 

xxx 

xxx (上限)

弾力性の範囲

貢献差益法は価格設定者が操作する上限 (seiling)と下限(臼oor)を供給

(30) Anthony-Welsch-Reece[1] p. 359; Ga汀 ison[6]pp. 516-517; Lynch-William-

son[13] pp. 407-408; Titard[25] pp. 310-313; Warren-Fess[27] pp. 688-689を

参照されたい。

伊1) Garrison[6] p. 517. 

(32)， (33) Garrison[6] p. 519. 
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する。上限は管理者が得たいと望む，事実，長期的には大半の売上げから

得なければならない価格を表わす。しかし，一定の状況では，このモデル

は価格設定者が弾力性の範囲 (rangeof flexibility)内で下限の変動費まで

価格見積りを下げうることを示す。

もし余剰生産能力がある時，投売状態で営業している時，また，競争入

札状況等にある時には，会社は変動費以上のいくらかの金額でいくつかの

ジョブ，製品，また注文の価格を設定することによって全体的収益性を増

大させることができるかもしれない。 Anthony-Welsch-Reece[lJも言う

ように，正常時には，会社は満足な利益をもたらさない価格で注文を取る

ことを拒否するかもしれないが，不況時には，そのような注文が貢献利益

を増大させるならば，受け入れられるかもしれない。「会社は全く収益を

得ないよりも差額原価以上の収益をいくらかで、も得る方がずっと良い」の

である。

(3) 貢献差益法の危険性

すべての管理者が貢献差益法の熱狂的な支持者ではない。ある人々は変

動費に依拠する貢献差益法は非常に低い価格設定となり，結局破産すると

主張する。全部原価法は価格設定ベースのなかに固定製造間接費要素を含

むので，変動費だけしか含まない貢献差益法よりも優れていると主張され

る。価格設定ベースへの固定製造間接費の算入は長期的価格設定の点から

全部原価法を安全にすると言われる。もし変動費だけが価格設定に用いら

れるならば，価格設定者はどんな製品でも長期的に変動費を越えるどんな

価格でも受け入れかねないと主張される。

この議論はいくつかの点で、批判されうる。第 1に，全部原価法は貢献差

益法と同様，価格設定ベースから多くの原価を除外することに注意すべき

である。それは単に「異なった」原価を除外するに過ぎない。

会社が余剰生産力を持ち，正規の価格より低い特別価格での受注がセグ

(34) Anthony-Welsch-Reece[1] p. 369. 

(35) Garrison[ 6] p. 521. 
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メント利潤を増大させるという事実は，その注文が受け入れられるべきで

あることを意味していない。もし企業が正常価格以下での販売方針を確立

するならば，正規顧客が特別価格を要求するかもしれない。また，特別注
(37) 

文の顧客が正規の顧客になると，価格の変更が必要になるかもしれない。

しばしば，特別価格分析では，変動費またはわずかにそれ以上で販売する

という哲学に帰着するが，この方針は危険である。利益を得るためにはす

べての固定費はその注文のなかで回収されねばならない。このため，貢献

差益法は十分に注意して用いられねばならない。

Titard[25]は， I関連原価分析は管理者がどんな価格をつけるべきかを

教えない。しかし，それは管理者が理性的な (intelligent)意志決定をする

のに必要な原価資料を提供する」と述べている。どんな価格設定でも理性

的な価格決定は帰着するかどうかは，大部分，利用可能な資料を用いる価

格設定者の能力に依存するのであよ

(4 ) 貢献差益法の制約

価格政策を構築する際に，企業は価格設定や価格差別を扱う種々の法律

の要件に触れないように注意されねばならない。ロビンソン・パットマン

法 (Robinson-PatmanAct of 1936)は，もし価格の違いが「商品が買手へ

の販売または引渡方法または量の違いから生ずる製造，販売，または引渡

原価の違いJに直接帰属させえない場合には，競合する顧客に異なる価格

をつけることを禁ずる。連邦通商委員会 (Federal Trade Commission， 

FTC) も裁判所も， I原価」は増分原価または変動費でなく全部原価と解

されるべきであるとみなしている。これは， I同一」の製品の「競合するj

(36) Titard[25] p. 311. 

(37) Heitger-Matulich[10] pp. 462-463. 

(38) Titard[25] p. 311. 

(39) Titard[25] p. 313. 

(40) Garrison[6] p. 521 これは実際問題として，価格決定はそれをなす資格のある

管理者に制限されねばならないことを意味する。この点は， NAA の価格決定実

践の研究において明確になされた。 NAA[16]pp. 55. 
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顧客の場合には，価格の違いは増分原価だけの補償を基礎として弁護され

えないことを意味する。

ロビンソン・パットマン法に加えて，すべての州は「原価」以下での商

品またはサービスの販売を禁ずる。原価は通常全部原価と明記され，また

監督機関によってそのように解釈されている。州法は価格決定での経営管

理者の融通性を非常に制限するように思われるが，それはしばしば製品全

体に適用される。これらの法律は企業が監督機関の質問に答えうるように

原価および価格構築方法の周到な記録を保持すべきであることを示唆する。

国際貿易協定はダンピングを禁止する。ダンピング禁止法 (Anti-Dump-

ing Law of 1932)は，国際市場における原価以下での製品の販売を禁止す

る。「原価」はまた，完全に配賦された固定費を含む全部原価と解釈され

川る

それゆえ，企業は，特別価格決定状況では，上記のような法律の要件を

満たしていることを保証しなければならないのである。

2 事例

(1) 製品戦略的状況

(a) 製品組合せ

一般に，多品種生産企業の製品原価は変動費と固定費の割合が異なるの

で，固定費への貢献が異なる。さらに，均一の販売価格にもかかわらず，

注文獲得変動費は工場や顧客の所在地により異なるため，異なる顧客が固

定費に異なる貢献をなす。このような状況では，会社は価格を下げて，高

い貢献利益を示す製品や地域および顧客分野の売上高を増大させることは

全体的収益性が増大し有利であるかもしれない。

4社が製品組合せを改善するために変動原価計算を使用している。

(41) Anthony-Welsch-Reece[l] pp. 370-371; Garrison[6] p. 522.また，ロビンソ

ン・パットマン法についての詳細な議論は， Slarav[21]; Slater-Mossman[24J 

を参照されたい。

(42) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3] p. 41. 
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CE-l社は入札状況で製品組合せ決定にしばしば直面する。会社は各々成

熟期の異なる石油精製用品を製造している。成熟製品は概しでもうからな

いが，革新的デザイン製品は高い利潤が得られる。 CE-l社は前者の入札

の場合は妥当な申込価格を提出しなければならない。さもないと顧客リス

トから離ずされるであろう。もし正規の顧客の仕事の維持のために，不況

時での操業度の維持のために，会社はまず利益が期待できない注文に入札

しなければならない場合には，会社は変動費のマークアップ率を減少させ

るかまたは変動費それ自身を切り詰める。 CE-l社は変動労務および材料

費を減少させるために，ジョブ工事を再設計して，価格を下げるかもしれ

ない。危急の場合には，会社は新たな設計やエンジニアリングを全くせず，

新しい工具を開発しないかもしれない。これは事実上，全体的にみて変動

費品目を除去することを可能にする。それにより入札価格を下げるかもし

れない。 CG-l社は標準化された在庫型製品 (shelf-typeproducts)と特

別注文製品の製造業者である。この会社は，もし補足的製品がその製品系

列の両品目を維持するのに十分な利益をもたらすように価格づけされる場

合には，一定の製品に全部原価以下の価格をつけている。

(b) 新製品の価格決定

新製品の価格決定には 2つの異なる状況がある。第 1は，唯一無二で本

質的に新しい市場の創造を要する製品に価格をつけねばならない。第 2

は，企業の製品系列では新しいが，市場では既存製品と競合する。

原価は新製品の市場参入価格の決定において限定的であるが戦略的に重

要な役割を果たす。理論上，売上収益は製品に追跡可能な増分原価を補償

し，期間原価と利益に満足な貢献を供給すべきである;

4社が新製品を市場に導入する時，変動原価計算の使用を指摘する。

CE-l社の新製品は通常，その分野の評判の良い企業が広範囲にテストし

(43) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J p. 41-42. 

(44) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J p. 42. 

(45) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J pp. 42-43. 
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た後に市場に受け入れられる。 CE~l 社はそのような会社に試験的に新製

品を使用してもらうために，全くマークアップせずに変動費で価格をつけ

る。製品がひとたび市場に受け入れられると，会社は全部原価プラス満足

な利潤を補償する価格を設定するであろう。

消費財の製造業者である CG~l 社の場合には，新製品の製造の意志決定

は市場で入手可能な代替品または類似代用品に依存する。価格決定の第 1

ステップとして，企業は新製品が潜在的利用者に引き渡す価値を見積も

る。この価値は潜在的顧客が CG~l 社の製品に乗り換える，また代替品以

上のプレミアムを支払らうのに足るだけ実質的でなければならない。第2

は，そのプレミアムは企業が供給する価値に対してどれだけ得ることがで

きるかと考えるかに基づいて主観的に決定される。最後に，経営管理者は

長期的にみて，新製品が将来の固定費，変動費，および税引後計画売上利

益を補償する価格で販売できるかどうかを決定する。このような全部原価

価格設定法はあらゆる製品はそれ自身を財政的に支えるべきであるという

会社の政策と一致する。新製品を送り出す決定がなされると，第 1年目に

は，浸透価格 (penetrationprice)が変動費に基づいて設定される。 2年目

には，価格は全部原価を補償するように引き上げられる。最終的には，長

期的に価格は税引後売上収益率を補償するように引き上げられるであろ

フ。

(c) 既存製品のための新市場

既存製品を新市場で販売することは有利であるかもしれない。たとえ

(46) Bruegelmann-Haessly-Schiff-Wolfangel[3J pp. 43-44. 

(47) 新製品の価格設定には，基本的に 2つの価格設定戦略， (1)上層吸収価格政策

(skimming pricing)と(2)浸透価格政策 (penetrationpricing)が利用できる。前者

に新製品に高い初期価格をつけ，この期間に高所得層を吸収し，時間が経過し，

市場が拡大，成熟するにつれ，価格を徐々に下げる。その目的は短期利益を極大

化することである。後者は市場での広い部分での急速な受け入れられるよう低い

初期価格を設定する。これは長期のより良い市場位置を達するために短期利益を

犠牲にする。 Shillinglaw[23]pp. 590-599; Ga汀 ison[6]pp. 514-515. 

(48) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 44. 
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ば，企業は消費財を産業用向けに販売する，また市場を全国にあるいは海

外に拡大する。このような場合，関連製品の原価構造が変化する。さらに，

品質改善，設備変更，特別な販売努力，あるいは運送費の増加が製造，飯

売，管理費に影響するので，最終的に価格の修正を要するかもしれない。

変動原価計算は新市場の特質による新しい変動費・固定費ノξターンと貢献

利益の変化を明白に描写するので，そのような製品の価格決定を援助す

る。

変動原価価格設定法はまた 4社で既存製品を新市場へ参入させる時用い

られている。最も頻繁な事例は確立した製品系列の海外市場への参入に関

係していた (IC-l社， CE-2社)。絶縁電線とケープ、ルを製造する IC-l

社は，流通業者を通じて製品を第3国へ輸出するが，通常， IC-l 社とア

メリカの流通業者聞の販売取り決めを仲介する代理人が存在する。輸出会

社との取引は代理人手数料を除去し，さらに，輸出会社が輸送するので輸

送費は著しく下げられる。それゆえ， IC-l 社は全部原価よりむしろ変動

費に基づいて価格を見積もっている。

(d) 製品廃止

会社は急速な新製品の技術革新が発生した時，また製品ライフサイクル

の通常の局面として製品廃止に関する意志決定に直面する。会社は操業度

を縮小し，現行価格水準で販売し続けるべきか。また，直ちに生産を停止

してより利益のある品目に生産能力を回すべきか。棚卸資産維持費を最小

にするため，停止対象の製品の価格を切り下げるべきか。

3社は製品の段階的廃止価格の設定時に変動原価計算の使用を報告して

いる。 3社はすべて，利潤の減少が最初の段階的廃止決定を誘発し，変動

費は段階的廃止価格を決定するための価格下限 (pricefloor)の役割を果た

していた。

(49)， (50) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 45. 

(51) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 46. 
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CG-2社は家庭と事務所用のフロアカバーを製造し，カーペットとタイ

ルの 2つの製品系列を一手販売業者を通じて販売する。この会社はカーペ

ット事業では価格指導者 (priceleader)，タイル事業で・は価格追随者 (price

follower)であった。両製品は原料集約的である。 CG-2社は新製品の導入

を伴う段階的廃止価格の設定状況に直面する。タイル事業で、は，段階的廃

止過程は 2年から 3年に及び，その間，新製品が製造されている工場では

余剰生産能力が生ずる。このように，余剰生産能力が長期間に及ぶ状況で

は，会社は廃止予定製品の価格を引き下げ，価格が変動費を超過する限り，

生産し続ける。価格が変動費と等しくなる，または，それ以下に低下する

時に，生産は停止されるであろう。

(2 ) 他の戦略的状況

(e) 特別注文

5社が特別注文のために変動原価価格設定法を使用する。特別注文状況

には 2つのタイプがある。第 1のタイプは顧客の便宜を計るために取られ

る注文に関係する。そのような注文はサイズ，引渡方法，包装等が他と異

なるが，通常の生産過程の主要な変更を必要としない。通常，会社は不況

期に固定費に貢献しようとしてそのような注文を受け入れる。第2のタイ

プの特別注文は顧客の仕様書に合わせて作られる製品である。両方の特別

注文状況では，通常，競争が価格設定での推進力 (drivingforce)となる。

それゆえ，会社は注文を得るために，時々，全部原価とは異なったものに

基づく価格設定に転向する。

CE-l 社は特別注文での変動原価価格設定法の使用を説明する。 CE-l

社は顧客の仕様書に従って石油精製設備を製造する。価格はすべて変動費

プラスいくつかの要因によって変化する変動費の乗数に基づいて設定され

る。特別注文に関連する要因は売上高と注文残高数である。売上高が低い

時，会社は生産効率を増大させ固定費に貢献する仕事を得ょうとして乗数

伊) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 47-48. 

附 Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3Jp. 48. 
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を下げる。

CE-l社は一般にその産業で得られない科学技術的に進歩した製品を持

つ時には，乗数を引き上げるであろう。しかし，価格が全くマークアップ

なしに単に変動費だけに基礎づけられる場合がある。この価格設定戦略は

顧客にまだテストされていない全く新しい設計品を売り出すために用いら

れる。

(1) 入札価格決定

入札価格決定は会社が封印入札 (sealedbid)または公開入札 (openbid) 

において製品やサービスの価格を見積もる時に生ずる。前者の場合，会社

は最善価格で一度だけ入札する。後者の場合，会社は顧客の反応に基づき

価格を改正する機会を持つ。 5社が入札価格を確立するための基礎として

変動原価計算を使用している。

CG-l社は非営利組織の封印入札に参加する。このような組織に課すこ

とができる価格は法律により制限されている。この要因はその分野での競

争を強めるため， CG-l:f土は価格を変動費に基づいて設定している。

ワイヤとケーフ守ル製品の製造業者で、ある IC-2社はしばしば公共事業の

公開入札に参加する。第 1回目の入札では，会社は全部原価プラス利潤に

基づいて価格を見積もる。会社の品質の評判がこの方法での価格づけを可

能にする。しかし，会社は時々，入札価格が競争者のそれと調和しない場

合には，再入札するよう要求される。その時，会社は顧客または製品に関

する戦略を検討し，もし正当化されるならば，変動費に基づいて見積る。

一般的に，入札価格設定状況，特に封印入札設定状況は非常に競争的で

ある。企業はこのような状況では変動費に基づく価格設定に移るであろ

う。さらに，企業は売上高の低下期には固定費にいくらか貢献しようとし

(54) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 48-49. 

(55) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 49-50. 

(56)，伊7) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 50 
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て同様な行動を取るであろう。

(g) 商業者商標

商業者商標 (privatelabel)生産は買手の商標名を保持する製品の製造に

関係する。買手が時々，継続的に仕様書に従った製品の一定数量の購入を

希望する場合，売手はもし関連生産過程が現行設備に適合し，余剰生産能
158， 

力が利用できる場合には，商業者商標生産を受け入れるであろう。

2社のみが商業者商標製品を製造し，価格設定には変動原価計算を使用

する o IC-3 社の化学事業部はそれ自身の製品に類似した商業者商標製品

を生産する。 CG-2社はカーペットとタイル事業において同様な状況に直

面する。品質や信頼性のような非価格的利点が価格決定の構成素とならな

いので， CG-2社は顧客が優秀な品質の製品を供給するという特典にプレ

ミアムを支払う用意がある時，商業者商標生産を行う。

2社は，商業者商標生産の主たる目的は不況期に生産能力の利用を増大

させることであることを指摘する。通常，いくつかの製品への配賦原価は

商業者商標生産の特質のため除かれる。たとえば，販売費や広告宣伝費は
60 

存在しない。この場合，変動製造原価が価格下限を設定する。

(h) 連産品

1社だけが連産品の価格設定問題に直面している。 IC-4 社は総合的な

石油生産，精製，再精製業者であり，かっ種々の石油派生物の製造業者で

ある。会社の事業には 2つの制約がある。第 1に，システムに入る原油も

精製後に，また熱分解後に出てくる留分 (fractions)も連産品もまたすべて

商品である。留分の価格は市場で設定され，その市場は大きく変動する。

IC-4 社はなお一層精製する以外，そのような商品に市場でより高い価格

を得るために価値を全く付加することができない。

第 2に，精製過程に入る一定ノ〈レルの原油においては，連産品の割合が

固定している。会社は，灯油から得られるジェット燃料が市場で良い値で

(58) Bruegelmann-Haesslly-Schiff-Wolfangel[3J p. 51-52. 

(59)，州 Bruegelmann-Haesslly-Schiff-W olfangel[ 3 J p. 52 
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売れているとしても，灯油だけを生産することはできない。もし会社が灯

油の生産を増大しようとすれば，会社は自動的に第 l段階の連産品の全範

囲を生産する。それらの製品のいくつかは全く市場価値がなく，費用をか

けて貯蔵するか，または損して処分されねばならない。また，第2の精製

過程の熱分解にとっても，同様である。熱分解下位事業部の主な事業はヱ

チレン生産であるが，エチレン生産は現在，価値があるかどうかにかかわ

らず，他の第2段階の連産品すべてを生産することを意味する。

もし第2段階の連産品の生産が，第 1段階の連産品が公開市場でもたら

す以上に利潤を増大させない場合には， IC~4 社は第 2 段階の連産品の生

産に興味を示さない。会社はこれらの商品の市場価格を変える力を持たな

いため，精製からプラスチックや石鹸の生産に至る熱分解までのあらゆる

段階での目標は，その製品の貢献利益を増大させることである。会社の外

部にあるいは社内の他の事業部に販売すべきかどうかの決定は，製品全体

の総合的利潤を増大させるかどうかに基づく。価格は変動費に基礎づけら

れる。

四おわりに

価格決定状況は，一般に，経常的ないし正常的状況と戦略的ないし特別

的状況とに 2分されうる。経常的価格設定は一般にコスト・プラス価格設

定法によって実行される。コスト・プラス価格設定法は全部原価法または

貢献差益法を用いても等しく実行されることができる。

特別な価格設定状況では，全部原価が価格の設定に適用できないという

点で，多少，正規の製品やサービスの価格設定と異なる。単に変動費また

は増分原価を基礎とした価格設定が正当化されうる。特別価格の設定状況

では，企業はまた正規の顧客に与える影響や価格差別化を禁止し，一定の

(61) Bruegelmann~Haesslly~Schiff~Wolfangel[3J p. 52~53. 

(62) 全部原価または差額原価が適切であるかどうかを決定する価格決定状況につい

(次頁つづく)
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特別な価格・原価計算概念の固守を要求する法律を考慮に入れねばならな

し、。

Bruegelmann 他の調査は少数の製造企業に限定されたものであるが，

全部原価か変動原価かの論争は黒でも白でもないことを指摘する。会社は

両法を用いている。全部原価は一般に経常的価格決定の基礎として用いら

れている。しかし，この規範に対する明白な例外がある。変動費を基礎と

した H標価格の決定は， Anthony 他が主張するほどまれでないと結論を

下しうるであろう。

他方，企業は正規に多くの短期的な戦略的状況での価格設定のための基

礎として変動費を用いている。会社は非常に頻繁に，売上高が低下した時，

生産能力を満たすために，また競争上の圧力に対応するために価格設定法

を変更している。観察された特別な状況や事例は管理会計のテキストのな

かで挙げられた状況と著しく異なったものではない。

いずれの方法が適切であるとか正しいとかいえるものではなく，両方法

の長所と短所を十分に理解したうえで，価格決定状況に応じて使いわけら

れるべきであろる。
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